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はじめに
平成元年度末の国債残高は推定164兆8千億円で，その利払費が10兆 8千億
円である。明治初期に国債制度が導入されてから約 120年経った今日，とりわ
け第二次世界大戦後の本格的な国債発行時代以降の制度の発展は顕著であると
同時に，国債問題が様々な視点から論議されている。
わが国の近代化の起点としての明治初期に多くの西欧の諸制度が導入された
が，そのうち最も早く受容されたもののひとつが国債制度であった。武士は血
で，農工民は汗で，商人は貨幣で国家に奉仕する身分社会体制の下，主として
富商の引き受けていた政府の赤字を，市民が身分の区別なく各人の自由な意思
決定で国家に貨幣を貸付け，しかも国家自身が公然と不足の資金を自国市民や
外国市民から借りることを恥ともせず，また市民も政府への貸付証書を売買す
る西欧の国債制度の導入は，当時の多数の日本人にとってまさに文化ショック
であったと思われる。この文化の摩擦をどのようにして解消し，やがて国債ア
レルギーを克服することができたのか，明治初期に於ける国債制度の導入と国
債思想の普及についての経緯をこの小論で検討する。
I. 公議所における国債論議
明治 2年 3月17日（陽暦4月28日）と 18日の両日にわたり，わが国衆議院の濫
瘍である公議所で第2号議案「御用金ヲ可廃ノ議」が討議された。提案者の書
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記小野清五郎 (1836-69)は次のような趣旨説明をおこなった。巨額の臨時費用
の発生した場合，これまでわが国では豪農富商から御用金という名で臨時収入
を調達していたが，彼らが営々として貯蓄してきたものを，国家とはいえ，一
片の命令で献金させるのは農商の私有財産を保護していないことであり，これ
は財産の「豪奪兼併」に等しい方法である。これに対して「窃二聞ク西洋各国
ニテ国用不足時ハ，一時融通ノ為メ政府ヨリ手形ヲ出シ，金ヲ国人二借リ，毎
年政府ニテ其利息ヲ払ヒ，時トシテハ元金ヲモ返ス事アリ。尤利息ハ大抵一年
二三分ヨリ三分半の割合トカ申事ニテ，之ヲ国債卜名ヅク。西洋各国大抵国債
ノ無キ者ハ稀ナリ。此ノ如ク国債ノ法相立候故，国人モ金ヲ政府二出ス事ヲ嫌
ス。政府ヨリ出ス所ノ手形ハ，国中ニテ互二相場ヲ立テ売買シ，紙幣二異Jレナ
シ。又政府国債ノ高ヲ減ゼントシテ，或ハ時ノ相場ヲ以テ，其手形ヲ政府工買
戻ス事モアリト伝聞候。故二戦争等ニテ大費用アリト雖モ，数百万ノ金ヲ弁ズ
ルハ咄磋間ナリ。方今御維新ノ際，従前ノ晒習ヲ一洗シ，西洋国債ノ法ヲ御掛
酌アリ。良法御設ケニ相成，断然御用金御廃ノ方可然奉存候」1)。
同月22日に行われた採決の結果この議案は可決されたが，公議所「法則備ハ
ラズ，見違有之二付」， 4月12日に採決のやり直しが行われた。 この再度にわ
たる決議は単なる手続ミスから生じたのではない。公議人が提案の趣旨を充分
に理解しなかったことと，議案自体に誤解を生む設問の見られたことがそれの
原因であった。出席者200余人のうち78人に及ぶ公議人の意見陳述と採決の内
容2)を検討すれば，このことは自ずから明らかになる。
元来この提案の本旨は，臨時費調達の財源として従来採用されていた御用金
1) 『公議所日誌』， 19ページ（『明治文化全集 第4巻』，昭和3年，日本評論社，所収）。
この議案の文言は福沢諭吉の「西洋事情」の中の「国債」の解説文と極めて類似して
いる。これについては第Wを参照せよ。
2)同書， 19-26,50-1ページ。 なお，当時の公議所での討論の雰囲気や公議人の思想
の様相を知るには，小山内薫の「森有證」（『小山内薫全集第3巻』，昭和4
年，春陽堂， 306-60ページ）が有益である。小山内は森の口を借りて，その年の 10
月に暗殺された小野を「先覚者のひとりで惜しい人物」と評価している。
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を廃止して国債発行方法を導入することについての賛否を尋ねたものであっ
た。従ってそれへの反対は，御用金制度の存続に賛成し，国債制度の導入を拒
否することであった。また表決方法も「可トスル者ハ其表ノ右角二可ノ字ヲ朱
書シ，否トスル者ハ左角二否ノ字ヲ朱書スベ•シ」と公議所法則に定められてい
た。ところが，採決の内容は次の通りであった。
〔第1表〕
月 日II I JI I皿 IIV I計
3.22 123 32 2 30 187 
4.12 90 32 1 36 160 
（注） Iは御用金の廃止を可とし，国債制度の導入を可とする藩
Iは御用金の廃止を可とし，国債制度の導入を否とする藩
皿は御用金の廃止を否とし，国債制度の導入を可とする藩
IVは御用金の廃止を否とし，国債制度の導入を否とする藩
但し， 4月12日の採決には白票が1票あった。
わが国における最初の議院法3)である公議所法則によれば， 「可トスル者五
分三以上ナレバ衆二告ゲテ可卜決シ天裁ヲ乞フ」ことになっていた。従って，
第 1回の投票で議長は賛成票を 123と見なし，議案は可決されたとしたのであ
る。ところが御用金の廃止と国債制度の導入をワンセットと考えていなかった
者が多数いただけでなく，賛成者のなかにも国債制度の導入に消極的な見解を
表明した公議人が多数いた。
例えば，第 1回の採決で議案に賛成した藩の公議人のなかで， 「御用金ハ廃
ス可カラズ」と主張した播州小野藩黒石 涯，或いは「別二債法ヲ立テルニ及
バズ」（摂津麻田藩福井大助），「債法ハ皇国ノ人情二通ズ可ラズ」（下総高岡藩富野児
助）， 「国債ノ法ハ時勢二適セズ」（武蔵川越藩小久江権右ヱ門）と論評した者を除
外しても，国債制度の導入は時期尚早であり，政府信用の確立が先決であると
3)尾佐竹 猛「維新前後に於ける立憲思想の研究』（昭和9年，中文館書店），429ペー ジ。
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か，外国債の発行や国債の売買そして買入消却には反対という理由で制度の導
入に消極的な公議人の方が多く，国債制度の導入にウエイトをおいた提案内容
の真意を理解した発言の方がむしろ少数であった。議案を否とする者の場合で
も事情は同じであった。反対票を投じた安房加知山藩友松勘之丞の国債発行収
入を「諸侯豪商等二貸付． 国家ヲ富マスベシ」 という例外的な論評を除いて
も，彼らが議案拒否の主たる根拠とした反国債制度導入の理由と議案賛成者の
国債制度導入消極論との間に際立った差異はみられない。それほど公議人の意
見と投票結果との間に麒顧が見受けられた。
今，議案の採決結果と切り離して．御用金廃止賛否理由と国債制度導入の賛
否理由をそれぞれ検討すれば．以下のようになる。御用金廃止の賛成理由は，
①仁政 ③至当 ③献金は豪富商の任意にすべきである等，極めて主観的かつ
心情的である。反対理由も，①商人が有事の際に献金するのは当然 ②御用金
も元利返済すれば問題はない ⑧非常時には貧富の別なく献金するもよし等
と．非論理的であった。
他方．国債制度導入の賛成理由についてみると，議案の趣旨について積極的
に賛意を表明したのは田安中納言家臣磯部寛五郎と備中新見藩蜂屋 新の僅か
.2名に過ぎず，残りの者は上記でみたような条件ずき導入論であった。
反対理由のなかには，「下民ヲ驚カス」（下野宇都宮藩戸田保）， 「我国ノ人情
ニテハ，債法ヲ喜バズ」~後椎谷藩原株之輔）． というような心情的根拠が見
受けられるけれども，①利付き国債の発行は政治の乱れの元 ②国債の累積を
招来し国家破産の危険°⑧外債発行は国家疲弊の害 ④国債が売買により外国
人の手に移行する恐れあり ⑥国債の売買の承認によって政府の財政権等が侵
害される恐れあり ⑥買入消却は虐政にして政府の信用を失墜する恐れあり等
々，が反対論の主たる根拠であった。とりわけ外債の発行，国債の売買及び買
4) 「本文ノ如クナレバ，国債容易二生シ，覚二利息ヲ払フ能ハザルニ到ラン。又政府貧
ナレバ，証文ノ直半二減ス，而シテ之ヲ政府ニテ半金二買フ時ハ虐政ナリ。」（豊前小
倉藩丹村六兵衛）。
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入消却に対して多くの公議人が著しく拒否反応を示した。更に，御用金の廃止
には賛成するが，一方国債制度の導入についても積極的ないし消極的に反対す
る公議人の一部にそれの代替案，即ち経費節減，紙幣発行，国庫積立金を提示
した者がいた5)。
このように国債制度の導入の可否については，表決結果と公議人の論評との
間に著しい食い違いが見られるのである。第1表のアラビヤ数字で示した票数
をそれぞれ(1)御用金廃止の可否，と(2)国債制度導入の可否とに分け，整理し直
したのが第I表である。
ここから知られるように，御用金の廃止については83彩と7796の支持を得て
いるが，国債制度の導入にっいては65彩と57%の支持しかない。とりわけ，第
2回の表決では，投票総数に占める議案の賛成票の割合においても，また国債
制度導入を可とする票数の割合においても， 「法則」の五分の三以上，即ち 60
％を超えなかった。それにもかかわらず，可決としたのは「可」票(90)と「否」
票 (36)だけを有効票 (126)と見なして処理した為であろう。かくして同日，第
〔第Il表〕
御用金廃止 国債制度導入
s122 I 4/12 a122 1 4/12 
w 示 155 122 125 91 
可
彩 83 77 65 57 
l!i 示 32 37 68 68 
否
形 17 23 35 43 
計（粟） 1 1s1 1 1s9 I 193 I 159 
5)尾佐竹 猛の「明治初年の公論奇論」によれば， 第2号議案（御用金可廃ノ議）に
は，「大体‘御仁政＇として賛成多きが，御用金に代ふるにその公債の法を設けて売出
すべしといふに至りては反対論が多かった。、（中賂）外資輸入など言はば売国奴，国
賊視せられたのである。それからまた勤倹の政を行はば御用金も国債も必要なしとい
ふ論も有力であった。（中略）これでは政府も困ったであろう。 しかし結局此の謙は
可決せられた」と（『新l日時代』第3年第1冊，昭和2年1月号， 3ペー ジ）。
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2号議案は次のような別紙添付のうえ議長から上申された。
「御用金ヲ廃シ，国債法御設ノ儀，決議相成侯二付以来不得已ノ費用有之節ハ，国債法ヲ
以御借リ入レニ相成，且御一新以来，今日二至ル迄，農商等へ御申付相成候御用金ハ，
即今之ヲ国債卜致シ， 其者共申立テ次第， 国債法割合ノ利息，御払二相成候様仕度奉
存候。 ・ 」6)
6)前掲，『公議所日誌」 51ペー ジ。
第2号議案から派生する財政史の問題として，①江戸時代ならびに明治初年に於け
る御用金の性格と，③明治元年1月29日（陽暦2月21日）に維新政府が京阪の豪商等
に課した会計基立金 (300万両）の性格規定がある。
御用金は献金であるのか，一種の租税であるのか，或いはそれら何れとも性格を異
にする借入金（広義の公債）であるのかと言うのが①の問題である。滝川政次郎はそ
れを江戸大坂の町人に課された「一種の富豪税」であり， とりわけ幕末時代の御用金
ば「表面幕府の借用金であって．本来は償還せらるべき性質のものであるが，その償
還は実際において行われなかったから，事実上は富豪税または愛国公債の一種と認む
べきもの」（『日本法制史 下』，昭和60年，講談社,111, 117ページ）と思考してい
る。また大山敷太郎は，用金の徹収にあたって出金者と出金高が指名され，指定高と
請高との間に生じる差異を根拠にして， 用金を強制公債と解している（『幕末財政金
融史論』，昭和44年， ミネルヴァ書房， 169ページ）。愛国公債や強制公債は租税的公
債の別名であるから，滝川説や大山説では結局御用金を一種の租税とし・て性格付けて
いることになる。
これに対して本庄栄治郎は，租税と御用金と献金を原理的に異なるものとして規定
する。’先ず，幕藩時代の租税と御用金・献金との区別は，前者が通常定められた率に
基づく，主として物納形態の強制かつ経常的課徹であるのに対して，後者は共に非定
率で，貨幣形態の臨時的課徹であるが，負担者の任意である。御用金は償還されるこ
とが原則であり，この点において御用金と性格の類似した献金と，また租税とも異な
る。しかしながら，御用金と献金との根本的差異は，単なる「償還の有無」にあるの
ではなく，「償還を予定せるや否やによって定めらるべきものである」（『本庄栄治郎
著作集 第4冊』，昭和47年，清文堂出版株式会社， 249-250ページ）と本庄は言う。
従って，本庄説では償還の有無という事実ではなく，償還を予定したか否かという財
政当局の意思ないし意向が区別の基準となる。事実上厳密に償還されなかった幕末期
の御用金が献金と混同されたことは無視しえないにしても，御用金と献金との区分に
あたっては，滝川説よりも本庄説の方が有効である。公議所の論議のなかで御用金の
廃止を仁政もしくは至当とした意見の多かった背景には，このような御用金と献金と
を同一視すると言う原理的な理解の欠如があったものと思われる。
加えて，御用金の廃止を否とする見解の有力な根拠のなかに豪商富農の負担は当然
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Il. 維新政府の国債制度論と国債観
明治初年における政府支出の調達のために採用された御用金の調達方法は
「幕府のそれを継承したもの」”で， それの全歳入に占める割合は極めて高か
ったが，借入れの対象が富豪とはいえ資金の供給量に限度があり，やがてこの
資金調達方法は行き詰まりを生じたので，御用金政策は早晩転換すべき運命に
あった。この時期に政府から公議所に当該政策の検討を要請したのが小野清五
郎の提示した 2号議案であった。この案は紆余曲折を経て可決されたものの，
国債法についての理解が不充分と見た小野清五郎は，以下のような「国債法大
とするものがあった。これは江戸幕府の財政方針の変化と，それに伴う御用金思想の
変化によるものであった。即ち，江戸大坂の町人の負担した雑税（役銭・運上・冥加
等）さえ， 江戸時代の初期に於いては， 「商人がその生活の安穏に対する国恩を報謝
するために，上納するものであるとの意味をもって取扱われたのであるから，商人に
用金を命ずるが如きは到底思い及ばないところ」であったが，中期以降，武家の窮乏
と幕府財政の困難が加速するに従い，資力ある商人達に対して臨時特別の出金を幕府
が命じ，財政の不足を補填させることはかならずしも不当ではないと考えるようにな
った。自ら労することなく巨富を得ている商人が安穏に過ごせるのも「まったく国家
の余沢にほかなら」ず， しかも彼らの負担は相対的に軽いからであると言うのがその
理由であった（本庄，同書， 250-251ペー ジ）。
Rの会計基立金の性格規定については，それが御用金であると言う本庄栄治郎（「明
治初年の御用金」， 405ページ，同氏編「明治維新経済史研究』，昭和5年，改造社，所
収）や大島英二（「明治初期の財政」， 267-271ページ，『慶応義塾経済史学会紀要 第
1冊，明治初期経済史研究 第1部』，昭和12年，巌松堂書店，所収），高橋誠（『明
治財政史研究』，昭和39年， 青木書店， 17ページ）等の用金説と， 会計官書類である
『御沙汰帳」の記事（慶応4年正月21日），すなわち「国債とし万国普通之公道を以可
及返弁」と同29日の「返弁之儀は地高を以て御引当に被成下候筈に侯得共尚好之筋も
有之候はば可申出侯」という「喩達」を根拠にして， 国債と主張する沢田 章（『明
治財政の基礎的研究』，昭和41年，柏書房， 28-9ページ）や藤村 通（『明治財政確
立過程の研究』，昭和43年， 中央大学出版部， 8ページ）等の国債説及ぴ原 伝蔵の
富豪税説（「明治初年に於ける富豪説に関する論評」， 148-153ペー ジ， 『歴史地理J
第34巻第2号，大正8年，所収）がある。
7)大口勇次郎「御用金と金札一幕末維新期の財政政策――-」（尾高煽之助他編『幕末
• 明治の日本経済』，昭和63年， 日本経済新聞社，所収， 177ペー ジ）。
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略」を追議した8)0 
「 過日御用金ヲ廃止シ国債法御設ケノ儀決議相成候二付猶又大略其方法ヲ再陳仕候。夫
レ国家無事歳入歳出平均相当ノ時ハ何ゾ国債法ヲ用ユルヲ要センヤ必ズ不得已ノ時二非
レバ容易二行フ可ラザル儀勿論ノ事二候。伏テ願クハ今般御維新ノ際従前ノ御用金ヲ廃
シ以来不得已ノ費用之レ有ル時ハ国債ノ法ヲ以テ御借リ入レニ相成候儀御布告有之度
候。尤国債法モ兼テ講究イタシ置カサレバー且事二臨ミテ不都合モ可有之卜存候間不顧
狂愚左二線陳仕候得共西洋各国国｛貴法ハ微臣ノ詳知スル所二非ズ。只臆造ノ管見ヲ線陳
スル而巳二候。万々御採用ニモ相成候ハバ何等大幸。
国家大費用有リ大凡先百万金ヲ集メントスレバ各府県二国債役所ヲ設ケ大凡千金ヨリ
百金位迄ノ手形ヲ製造シ各府県ノ国債役所ニテ士農工商ノ差別無ク身元相応ナル者へ令
ヲ下シ其手形ヲ配分シテ出金セシメ（皇国ノ人情ニテハ農商等ョリ自然相競フテ手形ヲ
買フ杯卜申儀ハ有之間敷候間不得巳府県ヨリ令ヲ下シ之ヲ配分スベシ）其手形ヲ渡シ候。
役所々々ニテ出金者ノ姓名等ヲー．一緋籍二記シ置クベシ。尤手形二当人姓名ハ勿論元
金高利息ノ割合（利息割合ハ議案中二詳ナリ）年月日等々何府何県ニテ相渡スト申事迄
精細二相記シ会計官ノ印章ヲ押シ之ヲ證トスベシ。且毎年幾月利息ヲ払フ可キ旨モ手形
中二記シ置キ其期月二至リ手形持参ノ者へ各府県ニテ利息ヲ払ヒ利息済ノ上ハ手形何年
何月利息済卜申事ヲ記シ府県ノ印章ヲ押シ證トスベシ。尤金主住居等替リ候節ハ其最寄
府県ニテ利息ヲ請取必シモ一定ノ場所二限ラズ。大抵手形ハ十年或ハ十五年目ニ一度宛
書替ベシ。尤国家無事追々倉庫充実相成候節ハ其出金高二応ジ少々ニテモ元金御返シ有
之可然哉卜奉存侯。其節ハ是又其手形ヲ改書スベシ。又金主都合ニョリ手形ヲ他人へ売
リ侯力又金主死去致シ候節ハ其最寄府県へ届出手形二認メアル1日主ノ姓名ヲ消シ新主ノ
姓名ヲ改書シ然ル後二其府県ヨリ最初手形ヲ渡シ候府県へ其趣ヲ断ルベシ。又時宜ニョ
リ府県ニテ手形ヲ買戻ス時モ矢張最初渡シ候府県へ右ノ趣ヲ断ルベシ。其他手形ノ売買
ノ相場等二至テハ政府ノ関係スル所二非ザル儀卜存候。是其大略ナリ。弥御施行二相成
候節ハ猶又良有司ヲ撰択シ其手続ヲ精細二御取調有之度奉存候。謹議。 」
発行事務の概略を記した上述の文章から小野の想定した国債の性格は，譲渡
性の認められた記名式登録内国債であることがわかる。償還期間は10年もしく
8)大隈文書， A2463 (マイクロフィルム）。数字は早稲田大学大隈研究室編「大隈文書
目録』（昭和7年）の分類番号である。なお，読点は引用者が付したものであるe
180 
わが国における国債制度の導入と国債思想（戒田） 847 
は15年で，利率が3%から 3.5彩の利付き有期債であるが，利札は付かない。
募集地の範囲は，明治元年10月28日に制定された府藩県三治制に基づき，日本
国内の新政府直轄地（接収した旧幕領10府）及び知事が政府によって任命される県
である。発行方式は直接公募で，元金の払込みと償還利払いの事務を取り扱う
場所として各府県に「国債役所」の設置が提案されている。償還方法は原則と
して満期償還で，国庫に余裕ができれば期中償還をとってもよく，また買入消
却の可能性も示唆されている。国債の売買等，私的な取引は政府の非介入であ
ることが言及されている。
最も小野自身このような内容の国債制度の導入が，公議人の国債に関する知
識水準からみて，容易だとは思っていなかった。しかしながら，御用金政策の
行き詰まりを目前にして紙幣政策だけでなく，国債政策も一旦緩急に備えて予
め研究しておかなければ，やがて国家財政に破綻が生じるであろうと言う強い
危機意識を彼ら新知識の官僚達は抱いていたのである。
第2号決議の上栽書に対して， 「第二号，御用金ヲ廃シ， 国債法可相用ノ建
議，可然候得共，当時会計ノ基本引調中二付。追而御沙汰，可有之旨，被仰出
候事」9)という行政部からの裁断があったが，事実， その年の 5月21日に上下
議局U:局会議と公議所の総称）が開かれ，同月24日には東京に招集された 5等官
以上の官吏に財政（と外交）について次のような諮問が行われた10)。
「一，贋悪金銀貨ノ件，即チ私絡ヲ厳禁シ贋貨ノ通用ヲ停止スルノ措置。
，ー内外国債ノ件，即チ利子及ヒ償還ノ措置。
ー，歳入歳出ノ件，即チ収支不足ヲ補ヒ凶荒ヲ周演シ不慮二予備スルノ措置。」
「百官群僚忌憚スル無ク各自ノ意見ヲ奏陳セヨ」と財政の基礎を確立する方
法が尋ねられたのであるが，第 3問こそまさに国債制度導入に係わる問題であ
9)前掲，『公議所日誌』， 63ペー ジ。
10)大内兵衛他編『明治前期財政経済史料集成 第2巻』（昭和37年，明治文献資料研究会），
56ページ。なお，この設問には別紙が添付されているが，これこそ「明治政府始めて
の予算」である（前掲，尾佐竹『維新前後に於ける立憲思想の研究」 523ペー ジ）。
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った11)0 
更に新政府の重鎮であった岩倉具視が明治3年8月に記した「国体昭明政体
確立意見書」で具申した20件の国事に関する意見のうち財政関係に就いての意
見が5件ふくまれているが，それの「第19件 信義ヲ明ニシテ国債法ヲ可設ノ
事」は国家信用の確立と国債制度の創設を主張したものである 12)0 
「方法規粛ノ如キ，独リ紙上ノ理論ヲ以テ臆断ス可ラズ。故二或ハ之ヲ書箱二考蕨シテ
其理ヲ推及シ，是ヲ実際二徴シテ其効瞼ヲ鑑ミ，然シテ後始メテ可否得喪ノ理判然夕
リト謂フベシ。臣日頃合衆国国債償却法及ビ紙幣条例等ノ書ヲ緒閲シテ， 其方法簡
便，事理適実，官民共二其権利ヲ保存シ，相行レテ相悸ラザルノ制ヲ察知ス。其維持
約束明亮精確ニシテ， 最モ準拠タルヲ得ルモノト言フベシ。（中略）故二之ヲ実境ニ
験シテ其真理ヲ採択シ，今日二用フルコト有ラントス。
明治 3年10月28日，新興日本に必要な近代的財政・金融制度を導入するため
アメリカ合衆国への視察研究の必要性を強調し，長期の賜暇を願い出た大蔵少
輔伊藤博文 (1841-1909)は，サンフランシスコ・ワシントン・ニューヨーク等
で蒐集した研究資料と実地調査の成果を纏め， 12月29日付けで大蔵省に建議を
提出した13)。それの主要な項目は，金銀貨幣の鋳造法と新紙幣の発行法であっ
たが，後者との関連において国債制度導入の必要を彼は強く提言したのであ
る14)0 
「我邦是迄国債なきは実に美事なり善政なりと。此議偏推の説と言べし。我国に紙幣に
国債なきは国政の檀制，苛酷の請求を専として， （臨時御用金の類）之を農商へ償ひ
帰すの良法なきに出づ。一時戦争の際に臨み，国用に乏しき節，金を募るに信を下民
に失はざるの法は，国債を措て何の方法を用ふべき歎。我国の国債なきは実に苛政擦
制の証と言べく候。万ーの義非常の節を遠謀致候には，今より国債の正法設け置度，
11)ここで開陳された諸意見を検討することはきわめて興味深い事柄であるけれども，残
念ながら検証すべき資料が見つからない。
12)日本史籍協会編『岩倉具視関係文書 1』（昭和43年復刻，東京大学出版会）， 360ペ
ージ。最も岩倉は「紙幣之ヲ国債トサダメシム」とのべ，両者を同一視している。
13)春畝公追悼会「伊藤博文伝 上』（昭和45年復刻，原書房）， 518-20ペー ジ。
14)同書， 527-28ペー ジ。
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這銅告相成饂り，六分の利息を紙幣へ可払義に御決議有之上は，目今の紙幣弥
弥国債の髄を具候得ば，今国債証書を発行し，漸を以て紙幣を国債に引替侯様に処置
致候はば，数年の後は新紙幣（フランクフォルトヘ註文の分を言へり。）半は正金に
引替へ， 0こ蔵省の重任なり）半は国債と変じ， 通用の紙幣は皆会社（国法銀行ー一
引用者）の紙幣而已と相成，実に信証の紙幣真貨に異らざる物に至らん事，今より之
を保証すべし。
それではいかなる種類の国債をわが国に導入すぺきか。伊藤によれば，アメ
リカには登録国債と利付き国債の 2種が発行されているが，前者は発行主体で
ある政府に好都合であり，後者は応募者に便利である。アメリカ政府は目下前
者にウエイトを置きつつあるけれども，日本が採用する場合には，両種を発行
したほうが良いと。そして「方今会計の急務中の急務は即ち此件に御座候間，
右の会社発行の紙幣並に国債証書（両種とも）の法御採用相成事に御評決」願い
度いと，彼は政府に強く要請した。
かくして，西欧の国債制度導入に関する政府の見解は著しく前進したのであ
る15)。
15)わが国最初の内国債は明治6年3月25日布告の新l日公債証書発行条例にもとづいて債
権者に交付された旧公債（無利子）と新公債（利率4彩）であるが， 幕藩時代の旧
藩債を整理償還するために公債発行と言う方法を案出したのは， 渋沢栄一 (1840-
1931)によれば，伊藤のアメリカでの調査と渋沢のフランスでの実体験を据酌して実
施した井上馨 (1836-1915)であると（「雨夜諏』，昭和59年，岩波書店，所収「維
新以後における経済界の発達」， 230-1ペー ジ）。
もともと伊藤の公債発行論は財源調達のための公債である。しかしながら，明治4
年の廃藩置県の結果， l日藩債の整理償還用の財源調達のために公債を発行することが
当時困難であったので，諸藩の債務を公債化する手段として政府の借用証文である公
債証書を発行する方法が採られたのである。「元来借用証文というのは， 日本の習慣
としてその時分には極めて秘密にすべきものとしてあった。」（同書， 218ページ）ま
たは幕藩時代の諸大名の出した借用証文は「他人に売買譲渡など出来るものではなく．
払はれないで仕方がないと言ふやうな物であった。今日政府から出す借用証文は誰で
も売買譲与の出来るものとして，詰り融通の出来るものとして，発行しようと言ふの
であった。又斯様に他人に借金のあることを親の仇ででもあるが如き考へでどこまで
も内緒にして置くと言ふことでは，国の財政が公明でない」ので，利子付（新公債の
み）， 年賦償還形式の売買譲渡自由な公債証書の発行についての検討が政府部内で明
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m. 民間における国債観
明治2年 3月20日，前年の 5月初旬に欧米諸国の歴遊から帰朝した瑞穂屋清
水卯三郎(1829-1910)lS)が『六合新聞」を創刊した。 3月24日発行（第2号）の紙
面には， 2日前に公議所で可決された第 2号議案に関する記事が掲載されてい
た。提案の趣旨が民衆にも理解できるように平仮名付の文章で書かれているだ
けでなく，オランダの国債発行の事例ー一それは必ずしも適切ではないけれど
も一一ーが添えられている。 3月27日発行（第3号）の紙面には，公議人の討議の
模様について「伝聞のま';,.を，婦幼によみ安力)'?/v~~IB各して大意を挙」てい
る。そして彼らの「議論まちまちなりしが，依田氏の論然ぺしと衆議ー決なし
たるよし」17)と報道し，「尚確実なる事を得次第次号に解べし」と続報を予告し
治3, 4年頃から始まった（青淵先生「公債政策の過去と将来」，『龍門雑誌』，第277
号，明治44年6月所収）。
16) 1867年4月1日（陰暦慶応3年2月27日）に開催されたパリの万国博覧会に派遣され
た幕府代表徳川民部大輔一行に博覧会出品人総代として参加した清水卯三郎は，帰国
後，西欧の文物・ 思想や諸制度の紹介に尽力したが， 『六合新聞」の発行や「新時代
の先頭に立てる一群の学者」（神代種亮「明六社雑誌解題」，『明治文化全集 第18巻」，
昭和3年， 日本評論社， 4ページ）と共に「明六社」を創設したのもその活動の一環
であった。『六合新聞』に掲載された「御用金ヲ可廃ノ議」に就いての連載記事は当
時として異例であり，そこから発行者である清水のこの問題に対する熱い執念が感知
される。
なお，彼の伝記については，井上和雄「みづほ屋卯三郎（上）（中）（下）」（『新旧
時代』，第1年第4冊＜大正14年5月発行＞， 第5冊く6月発行＞， 第6冊く8月発
行＞）参照。
17)混乱した討議に決着をつけたといわれる下総佐倉藩依田右エ門二郎（幸蔵）の意見と
は，「良法ナリ。然レドモ国債ハ， 金ヲ国内二借ルベシ， 国二借リテ，外害ヲ遣スベ
カラズ。又国人金ヲ出スヲ欲セザル時ハ，猶御用金ノ如ク，令ヲ下シ，二五年ノ期ヲ
約シ，元利ヲ揃ヘテ返スベシ」（前掲，『公議所日誌J,2ページ）と言うものであっ
た。即ち，御用金の廃止に賛成であり，代替財源調達のために国債を発行するのであ
れば，内国債に限定すべきで，もし応募者ないし応募額が少なければ，中期の強制国
債に切り換えるのも止むを得ないと言う意味であろう。そうであるならば，彼の意見
は御用金の条件付廃止論ないし条件付国債制度導入論と言うことになる。
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ながら18), 突然4月7日発行の第 7号で廃刊になったので読者への約束は守ら
れなかった19)0 
世論政治を標榜した明治政府は公議所に目安箱を置くと共に，明治 2年 3月
12日東京に一般の建白等を受け付ける機関として待詔局（同年7月8日に院に改
組， 8月15日集議院に併合）を設けた。 同年 7月10日（陽暦8月17日），公議所を改
称し10月6日に開催された集議院（明治6年6月25日廃止）にも目安箱の制度が継
承された。そしてこの中央政府の制度は地方政府にも採用された。この制度に
よって「農商等士族以外の者の建言が多くなった」20)けれども， 財政に関する
建言は例外と言ってもよいほどであった。他方，明治初年から10年迄の一般新
聞に掲載された国債に関する記事も，上述の『六合新聞」を除いて数える程し
かなく，また外債に限られていた。
財政制度の確立ということは，新たに政治権力を掌中に収めた人々やわが国
の近代化のために西欧の進んだ諸制度を導入すべきであるという高い意識をも
っていた少数の人々にとっては焦眉の課題であったが，一般民衆にとっては自
らの日々の生活の方が最重要であったので，目先の利益を優先することが通常
であった。それ故，国家財政に庶民の関心が薄かったとしても，それは当然で
あろう。それでも庶民の国債についての意見が全く無かったわけではない。
否，むしろ庶民の間には強い外債排除の思想があった。当時の攘夷思想の一環
18)『六合新聞」第3号，明治2年巳年3月27日（前掲，『明治文化全集 第18巻」所収，
564ペー ジ）。
19)廃刊の理由について小野秀雄は，「我邦初期の新聞と其文献」（『明治文化全集第17
巻』， 昭和3年， 日本評論社， 所収）のなかで，同紙が「御用金廃止の建白に賛意を
述べ，ハリー・パークスの不敬事件を弁護して政府の忌憚に触れ」 (11ページ）たこと
を挙げており，また同氏の『日本新聞発達史』（大正11年， 大阪毎日新聞社，東京日
日新聞社）では，「御用金廃止の建白等を掲載して処分を被り」 (39ページ）と著して
いるが，政府上層部において御用金政策の行き詰まりが強く意識されていた当時にお
いて，少なくとも御用金廃止の建白を巡る記事が直接庭刊理由になったとは考えられ
ない。
20)前掲，尾佐竹『維新前後に於ける立憲思想の研究』， 574ペー ジ。
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として，外債の発行は国体を汚す売国的行為として排除され，外債残高の減少
が好ましいとする風潮が支配的であった。外債残高を消却するために献金する
者は「愛国有志ノ士」21)であり，外債を内債に借換えるに際してそれに応募す
る人は「義民」22)であった。もっとも中には「外債内債共二軽重アルベカラス」
と唱える者もいた。しかしながら，それとて旧藩主に貸し付けた商人が，貸金
を公債の適用から除外されたことに対して異議を申し立てる論拠に使ったまで
のことである23)。このように明治初期において庶民の国債観も多くの公議人の
それと同様に情緒的であった。
N. 維新前における西欧国債制度の調査・研究
国債制度導入の準備作業としてアメリカ合衆国へ自ら調査・研究に赴いた伊
藤博文と異なり， 「御用金ヲ可廃ノ議」の提案者小野清五郎はもともと象牙の
塔の人であった。甲府の徽典館24)で学び江戸湯島学問所に入り優秀な成績で卒
21)宮城県区長山田信胤の明治7年1月10日付「外債金消却方工献金仕度願」（『明治建白
書集成第3巻』，昭和61年，筑摩書房，所収）， 8ペー ジ。．
22)埼玉県区長高橋荘右衛門の明治7年3月17日付「建言（外債償却之議）」（同書， 所
収）， 191ペー ジ。
23) 「外債ハ全国内一般人民ノ負債クルハ論ナク，内債ハ則内国政府ノ負債ニシテ，外債
内債共二軽重アルヘカラス。已二政府ノ外債ヲ償還スル所ノ金ハ国内一般ノ人民ヨリ
収ム］レ所ノ税金ニシテ（中略）一般人民ノ膏血ヨリ出ル所ナリ。然ルニ内債ノ如キハ
実ニ一家ノ子弟へ償還スル金ニシテ，全ク内ヲ強フスルノ本タリ。同キ一家二此滅国
ノ子弟ノ弱ナル膏血モー様二外国二償却スル時ハ，外債二公平ニシテ内債二不公平二
似タリ（後略）」。官城県仙台の商人山口惣兵衛の明治7年10月15日付「建議（理財法
不条理之譲）」（同書，第4巻，昭和63年，所収）， 57-9ペー ジ。
24)徽典館（きてんかん）については， 文部省編「日本教育史資料7』（昭和47年，臨川
書店， 701-3ページ）参照。
なお， AmasaWalker (1799-1875) の T加 Scienceof Wealth: a manual of 
political economy. Boston, 6th ed. rev. 1871. を明治7年に「富国論」と言う題名
で翻訳出版した永峰秀樹 (1848-1927) も同校で学んだ（柳田 泉， 『明治初期翻訳
文学の研究』，昭和36年，春秋社，所収の「永峰秀樹伝」参照）．
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業の後，若くして同校の教授に就任して教頭にまでなった小野は25), 傍ら洋学
を修め，漢洋両学に通じていたので，幕府の蕃書調所にも席を置き，慶応2
(1866)年にはそれの後身の開成所の「筆記方」の職に就いていた。当時の教授
陣のなかに西 周 (1829-97)と共にオランダで社会科学を学び前年の慶応元年
10月に帰朝した津田真道 (1829-1903), 翌年の慶応3年にわが国最初の西欧経
済学書の邦訳である『経済小学』26)を公刊した神田孝平(1830-98),西欧統計学
の紹介者でわが国統計学の開祖である杉 亨二(1828-1917), 明治元年12月に
開校された徳川藩の沼津兵学校に於いて， RichardWhately, Easy lesson on 
Money Matters. 4th ed., London, 1837. からの抜枠を「外国語学」27)のテキ
ストとして用い，明治2年に TheCompendium of Political Economy. という
クイトルで出版した渡部一郎 (1837-98)28)' そして同書の翻訳『生産道案内』
（明治3年5月）29)とFrancisWayland, The Elements of Political .Economy. 
25)小野の経歴については， 松本良三「小野清五郎伝」 (1)及び(2)(慶応義塾経済史学会
「歴史と生活」第2号，昭和13年1月， 60-65ページ，第3号， 4月， 107-112ペー
ジ，所収）参照。
26) 本庄栄治郎編著『神田孝平一—―研究と史料ー一』（経済史研究会叢刊第 7 冊， 昭和侶；
年11月）， 20-23ページ参照。 ・
27)米山梅吉「幕末西洋文化と沼津兵学校』（昭和9年，非売品）所収， 「付録の一」 (10
ページ）。科目名は「万国史・経済説大略」。なお，同校資業生として第1期生に永峰
秀樹，第6期生に田口卯吉 (1855-1905)の名がみられる (88,90ペー ジ）。
28)松川七郎「アダム・スミスのわが国への導入の一鮪一渡部温編「経済説略』（明治
2年）のこと一一」（岩波書店「図書』，昭和46年11月， 56-63ペー ジ）。
明治初期の優れた翻訳文学者（『通俗伊蘇普物語」の訳者）であった渡部一郎（温）
について， 『新潮日本文学小辞典」（昭和43年）と「増補改訂新潮日本文学辞典』（昭
和63年）の「人名索引」では，大正9年創刊の「新青年」から登場した同姓名の渡部
温 (1902-30)と混同している。
29) 「経済説略』（英文）のもう一つの翻訳書である西村茂樹 (1828-1902) の「観刻経．
済要旨」は，明治7年6月に訳了，文部省蔵版の名の下に上下二巻本として明治9年
6月に公刊，同10年7月，二巻を合本して出版された（松平直亮 r泊翁西村茂樹伝
上巻』，昭和8年， 13本弘道会， 385ページ）が，同書は明治10年頃の出版物のうち，
社会科学関係のものでよく売れた本のひとつであった（三木佐助•水田紀久解説『明
治出版史話』，昭和52年，ゆまに書房）。
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の翻訳書『英氏経済論』（明治4年）30)を公刊した小幡篤次郎(1842-1905)等が名
を連ねていた31)0 
小野が西欧国債制度の知識を何処で誰から或いは何から習得したか詳らかで
はないけれども，開成所時代の同僚で，公議所へ彼を招聘した後の同所副議長
心得の神田32)を始めとして西欧の社会科学に対して強い関心をもっていた上記
の人達33)やイギリス公使館のアーネスト・サトウらとの交友を通じてそれにつ
いて知る機会はあったであろう。また，蕃所調所と開成所の所蔵本を併せた
「幕府の旧蔵書全体の中にふくまれている経済学の書物は非常に少なくて，か
なお，『経済要旨』が「アメリカ人ウオーカルの経済学書の訳」（海後宗臣「西村茂
樹・杉浦重剛』，昭和12年，北海出版社， 33ページ）と誤記されているのは，『西村茂
樹記講 求諸己講義』（明治7年1月）の「茂樹頃日門人ノ為二米利堅ノウオノケル
氏ガ 1872年二発行セルボリチカルイコノミイ， 卜言ル書ヲ講ジ」（緒言）なる文言を
うけて， 『伝記」の著者が「米人ウォーカルの経済書とは， 先生意訳の『経済要旨」
のことならん」 (457-65ページ）と記したのをそのまま写述したのであろう。
30)同書はウエイランドの1870年版の原書を翻訳したもの（「凡例」）と記され，また，武
藤長蔵によれば「静岡師範学校には同版本を所蔵す」（「スミスの名，其生涯，及其学
説等を早く我国に伝へたる蘭文経済書」， 『京都大学経済論叢』， 第18巻第1号，大正
13年1月， 334ページの附註）とあるが， M.J.L.,O℃onnor, Origins of Academic 
Economics in the United States. New York, 1944, p. 342 & The National Union 
Catalog. Vol. 651, p. 497. に同年版の記載はなく，その前後の版本といえば， 1867
（慶応3)年， 1869(明治2)年， 1871(明治4)年のものである。
31)倉沢 剛「幕末教育史の研究 UC昭和58年，吉川弘文館）， 253-4ペー ジ。
32)前掲，松本論文， 61-2ペー ジ。
33)調所・開成所教授方のうち西 周・津田真道等は，西欧の法・政治・経済に関心を持
ち「公務の傍ら研究を始めた」（東京大学百年史編集委員会「東京大学百年史 通史
I』，昭和59年， 東京大学出版会， 35ページ）が， 慶応3年4月に幕府は江戸に仏学
校を設置すべくフランスから教師を招聘し，仏語その他諸学科の伝習を受けるこどを
決定，その際学科目について老中小笠原壱岐守が仏公使ロセスに「音楽を除き，万国
公法及び経済学等教授出来候ものにいたし度」（慶応3年6月7日付書簡）教授の派
遣方を依頼しているところを見ると（倉沢 剛「幕末教育史の研究 I』，昭和59年，
吉川弘文館， 53-4ページ），幕府はこの頃より社会科学の授業を制度的に行う計画を
立案していたようである。
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ろうじて十数点」34)に過ぎなかったにしても， その中には開成所所蔵の J.J. 
Weeveringh, Handleiding tot de Geschiedenis der Staatsschulden. が含まれ
ており35), 従って小野がそれに接近しうる可能性は充分あったと言えよう。
勿論，彼が「窃二聞」いた西欧の国債制度に関する情報源は職場の同僚や洋
書だけに限られていたので，それの上に築かれた彼の建言も「臆造ノ菅見」と
いう恐れはあったが，制度の理解に大きな誤りはない。それと言うのも，幕末
時代の幕府に西欧の諸制度と思想についての調査・研究の蓄積があったからで
あろう。事実，文久元(1862)年12月22日から約 1年間，欧州 6カ国（仏・英・和
蘭・普・露・葡）へ派遣された幕府使節団の副次的役割は政治・教育・軍事など
西欧の文物制度を調査することであった36)。一行の中の勘定格徒目付福田作太
郎(1833-1910)の『福田作太郎筆記』37)や傭通詞・外国方翻訳局員福沢諭吉(1835
-1901)の「西洋事情」はそのときの調査報告ないし記録である。
国債につき福田は，「英国探索（筆記五）Jにおいて「政府借財の事」と言う見
出しをつけ， 戦争等によって巨額の赤字が発生するならば， 「自国の町人・百
姓は不及申，他国のもの」から任意に借入するとのことであり，英国政府の国
債残高8億ボンドはアメリカ独立戦争とナボレオン戦争に由来し，米国の国債
残高 3億ポンドも対英戦争に起因している，と簡略に記している38)。
他方，福沢は「西洋事情初編 巻之ー」（慶応2年初冬）のなかで西欧の国債
34)杉原四郎「自由主義と歴史学派」（長 幸男・住谷一彦「近代日本経済思想史 I』,
昭和44年，有斐閣，所収， 136ペー ジ）。
35)この「国債史要」は「オランダの国債」 (lstedeel. Nederlandsche staatsschuld. 
1852.)と「イギリスの国債」 (2dedeel. Buitenlandsche staatsschuld. 1855.)の
2巻から成っている。日蘭学会編「江戸幕府l日蔵蘭書総合目録』（昭和55年， 吉川弘
文館， 71ペー ジ及び前掲，武藤論文， 360ペー ジ。
36)松沢弘陽「英国探索始末」（『西洋見聞集く日本思想大系 66>』， 昭和49年， 岩波書
店）， 590ペー ジ。
37)中野善達「文久遣欧使節の徒目付福田作太郎をめぐつて」（蘭学資料研究会「研究報
告』，第200号，昭和42年9月16日， 1-8ペー ジ。
38)前掲，『西洋見聞集』， 533-4ペー ジ。
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制度につき次のように解説している39)0 
「西洋各国，貧富同じからずと雖ども，太平のときは歳入歳出大抵相平均するを常と
す。若し戦争に由て非常の費あるときは，国内に令を下し，政府より手形を出して国
人の金を借ることあり。之を国債と名く。但し令を下すと雖ども，冨商大賣には必ず
金を出さしむるとの趣意には非らず。唯人々の意に任せ，出すこと好まざる者は捨て
問はず，又他国の人にても金を出さんと言ふ者あれば拒まずして之を借りる。凡そ西
洋諸国の政府に国債あらざるものなし。英国にては古来の国債次第に増加し，千八百
六十二年に至て其高八億九千四百万ボントとなれ加此利息を一年三分の割合として，
二千六百八十二万ポントとなり。（国債の利息は大抵三分より三分半を通常とす。四
分以上の利息は甚稀なり。）政府は毎年此利息を払ふのみにて， 元金を返すは甚稀な
り。金を出したる者も，政府の手形を所持して毎年三分の利息を得れば，恰も現金に
異なることなきを以て，強て元金を返すことを求めず。故に此手形は国中にて互いに
売買し，現金の代用となすこと紙幣に同じ。然れども其国の政儘，貧富，又利息の高
下に由て，手形の債，各国同じからず。政府より年々必ず利息を払ひ，時としては元
金を返すときは，手形の相場自ら貴し。政府貧にして固より元金を返さず，年々の利
息をも十分に払ふこと能はざる歎， 又利を払ひ元金を返すとも， 其国の政法屡変革
し，昔しより国債全く崩れたることある国にては；手形の債自ら低し。左に二三例を
挙ぐ。（後略） 」
元治元(1864)年， 国禁を破り 2名の佐賀藩士と共に英国へ脱走し明治元年に
帰国した広島藩の野村橿字こと田村文夫(1836-91)も，「西洋聞見録 後編 巻
之ー」（明治4年）のなかで国債をとりあげている。即ち，イギリスには「ロッ
シールド」と言う世界一の大富豪がいて，政府の最大の貸し手であること。永
39)慶応義塾編築「福沢諭吉全集 第19巻H昭和37年，岩波書店）， 294ペー ジ。
傍線部分は「西洋事情」初編が刊行される以前に一部で読まれていた「写本西洋事
情」にない文言である。その他，写本では国債（「デット ヲフ ステート」）を「政
府通債の義」と訳したり， 手形を券書，元金を元銀，．利息を利銀としている (185ペ
ジー）。
なお，“国債”という訳語はわが国最初の新聞である蕃書調所訳編『バタヒヤ新聞』
を改題した洋害調所訳編「官板海外新聞 巻之五』 (1862年1月15日）に紹介さ
れているイタリアの 1862年予算に関する記事の中に見出される（『明治文化全集第17
巻』， 184-5ペー ジ）。
190 
わが国における国債制度の導入と国債思想（戒田） 867 
久国債の保有者は毎年利子だけを受取り，国債証書は年賦券（アンニュイチース）
又は官府要券（ゴブメント，セキユリチース）という名称で売買されていること。
遊休資金所持者は国債を購入して利子を稼得していること。年々の利払費に変
動はあるけれども，利払いの停止はなされ無いこと。国債収入金が国内で支出
される限り，資金は国外へ流出しないので，国民に害を与えないこと。西欧諸
国の中で国債残高の一番多いのはオランダで，二番のイギリスの国債残高は現
在フランスの 3倍，ロシアの 6倍であること。 1856年当時のイギリスの国債残
高は「七千七百五十三億一万二千ポンド（凡邦金二万三千二百五十九億三万六千両）」
で，国民 1人当たり 28ボンド（約84両）の債務負担であるが，この額を「ソベリ
ン」貨に換算して金棒を造ると，四百里の長さになること。それでも1815年の
ナボレオン戦争の時に比べたら，国債残高は減少していること。しかもオラン
ダのそれよりも少なく，同国の 1人当たり債務負担額は 30ボンド（約90両）であ
ること40)0 
慶応 3(1867)年 1月，パリでの第 2回万国博覧会参列のため派遣された幕府
使節団に御勘定格陸軍附調役として随行した渋沢栄ーは，フランスの公債を売
買した実体験を通して， 「公債と言ふものは， 経済上便利なものであるとの感
想を強くし」た。とりわけ公債の取引きされるプールスでは，公債の売買が簡
単かつ迅速に行われるだけでなく， 「日本では貸借といふことを絶対に秘密に
して，借りるとか貸すとかいふことは恥辱の如く思うて居た慮が，仏蘭西で目
撃する慮では之を公けの仕事としているので，実に一驚を喫せざるを得なかっ
40) 「明治文化全集 第16巻』（昭和3年，日本評論社）， 251ページ。なお．田村の経歴
については，同害14-5ページ所収の尾佐竹 猛「西洋聞見録解題」を参照。
この書は， 『西洋事情』より学究的で参考害として俊れ， 統計を挙げて説明すると
言う特色を持っているという指摘（尾佐竹「解題」， 13ページ）があるように，確か
に国債の解説についても福沢のそれと少し異なっている。田村は国債の経済的効果に
ふれ，外国債より内国債の方が優れている点を示唆している。また彼は国債残高の実
額だけでなく，国民1人当たりの負担額を示すことによって， さらに抽象的数字を金
の延べ棒に換算してイギリスの国債の実状を感覚的に理解させようとする工夫が見ら
れるが，国債残高の数字については，位どりを間違えるというミスを侵している。
191 
858 闊西大學『紐清論集」第39巻第4・5合併号 (1989年12月）
た。之と同時に信用ある有価証券を媒として之を売買するを公けの仕事として
居ると言ふことが，如何にも便利な結構な事であると思われた」と41)。渋沢の
この強烈な印象が後に我が国の国債発行に有別な影響を及ぽしたのである42)。
V. 国債制度の整備と国債知識普及の啓蒙活動
わが国の公債に関する規定の喘矢をなす新旧公債証書発行条例が明治 6年 3
月25日第 115号布告をもって公布された。同年の 7月17日には国債寮が創設さ
れ， 9月には初代国債頭に吉田二郎 (1842-1905)が任命されて，国債制度の導
入が実行に移された。 12条41節より成る条文の第 6条第 1節に証書の「他人
へ譲渡シ質入売買借金ノ抵当等都テ勝手タルベシ」とあった。しかしそれには
条件がつき，また何時でも一定の価格で売買される市場がなかったので，公認
された国債の売買譲渡も渋沢栄一の体験したフランスの公債取引の実際とはか
け離れていた。日本の国債制度の発展には何よりも先ず今後増大の予想される
交付公債の流通市場の確立が必要であった。そのためには何をすべきである
か。世界の金融の中心地ロンドンの取引所が手本であった。大蔵省の「英国々
債掌理之法」（明治7年3月30日）がその調査報告である。国債取引の実務を解説
したもので， 「国債売買スル人ヲ取持」つジョバーの仕事と役割， 取引後の事
務手続き，国債所有者の代理人による取引方法等を1815年の「ハミルトンノ書
ヨリ摘訳」し，報告者（無署名）自らの経験を次のように付け加えている43)0 
「龍動毎日新聞タイムス等数通ノ新聞紙二必其日々売買シタル価ヲ公布ス。故二人民皆
之二拠リ各其損益ヲ参照シテ其進退ヲ決ス。之ヲ買ハント欲スル者ハ其低ヲ察シ之ヲ
41) 「竜門雑誌』，第265号，明治43年6月，所収，「本邦公債制度の起源」 (10-4ペー ジ）
及び「公債の沿革と其真価」 (14-8ページ）。
42)註15)を参照せよ。
43)大隈文書， A2397. なお，「ハミルトンの書」とは RobertHamilton (1743-1829) 
の Aninquiry concerning the rise and present state, and the management of 
the national debt of Great-Britain. 1st. ed. 1813. が想定されるけれども， これ
は 1814(2nd. ed.), 1816 (2nd. ed. の reprint),1818 (3rd. ed.) 本があっても
1815年版本はない。
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売ラント欲スル者ハ之二反ス。
其売ラント欲スル者ハ先ツ其高及名目ヲ詳記シ，其売ラント欲スル意ヲ述へ郵便ヲ以
テ銀行二投ス。一両日間銀行ヨリ返書アリ，明日或明後日第十一時或十二時銀行来リ
記名スヘキ旨ヲ通ス。其時日銀行国債請移局二至リ先ツ四壁ヲ見廻シ，自分ノ姓ノ頭
字ヲ認メ直二其下二居ル書記官二行向ヒ自分ノ姓並二其来ル所以ヲ述フレハ，売人又
ハ其名代人已二其場二在リ。此ニテ代金ヲ請取リ国債薄二記名シ，書記官保証スル等
ノ手続キ一切前文言フ所ノ如シ。翌日新聞紙ヲ閲シ，若シ国債ノ価前日自分売リシ価
ト相違アレハ忽チ之ヲ正ス事ヲ得ル。 」
国債の発行や取引に関する実用的知識だけでなく，国債の基本的知識や西洋
諸国の国債統計情報が財政当局にとって益々必要となってきた。その要請を満
たしたのがお傭い外人であるシーボルト兄弟であった。兄の AlexanderSi~-
bold (1846-1911)は「国債（即チ公債）ノ事」（海上範胤訳）44)のなかで公債を大別し
て 2(浮漂公債 FloatingDebt, 永久公債 PermanentDebt)乃至3(浮漂公債，永久
公債，紙幣公債 PaperMoney Debt)に分類し，詳細な解説をおこなっている45)。
44)大隈文書， A4486. なお，これには日付けがなく→ 「大蔵省翻訳課」の印があるも，
同課が廃止されたのは明治7年6月30日であるので（大内兵衛他編「明治前期財政経
済史料集成 第4巻』，昭和37年， 明治文献資料刊行会，所収， 160ページ），この文
書は明治6, 7年頃のものかも知れない。
45)例えば，浮漂公債と永久公債について次のように説明している。
「 第一条
浮漂公債ノ性質ハ政府力短近ナル一定ノ期限内二於テ其債額ノ全部ヲ償還スベキノ約
ヲナシクル姿ノモノトス
第二条
右ノ如キモノクル故二浮漂公債ノ由テ起Jレ所ノ原因ハ永久ノ為メニスルニ非ラズ唯其
国ノ急用（ネッセッセチー）ヨリスルモノニシテ又其召募ノ金額モ一時ノ用二供スベ
キモノニテ成立テリトス是レ何レノ国ヲ問ハズ時トシテ収入（インカム）卜支出（エ
キスペンデチャー）トノ時期相符合セザルヨリシテ唯後日ノ徹収ヲ待テ補完スベキー
時ノ需用アルモノナレバナリ（省略）
第三条
故二浮漂公債ハ其利子ノミナラズ其元金ヲモ其国ノ常規収入（レギュラルインカム）
ニテ保証サルルモ ;Iト見倣サザルベカラズ
「第九条
永久公債ノ性質ハ全ク其償却ノ定期ナキモノ或ハ俵令へ定期ァルモ甚夕永遠ナルモノ
トス
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弟の HenrySiebold (1852-1908)は，恐らく財政当局に対てし述べた意見で
あろう，国債発行に当たっていくつかの手続上の注意に触れ，政府のなすべき
ことを次のように述べている46)。
「日本ノ如ク下等社会ノ人民末夕会計上ノ事二関シ欧州二於ケルガ如ク見識深カラス且
ツ募債ノ事ハ梢新規二係リ全ク欧州人卜目スル所見ヲ異ニスルモノニ於テ＾政府ハ募
債ノ必用ナル旨ヲ人民二明示スルヲ要スル疑ヲ容レス但シ勉メテ人望二叶ヒ人民ノ便
宣トナルベキ事卜各人之レヲ危ムノ念慮：ヲ脱除セシムベキ事トヲ計ルベシ 」
それではいかにすれば国民の信を得ることができるのか。シーボルトによれ
ば，公債の応募を強要せず，公債の発行によって「顕然タル利益」の得られる
ことを国民に知らせることである。財源調達のために新税を課せられるより
も，公債発行の方が国民にとって利益である場合があること，公債証書は譲渡
売買が可能であるので，何時でも通貨と交換でき，＇従って紙幣の一種といえる
が，紙幣と異なり公債証書には利子がつき，また時として証書の市価が騰貴し
てキャビタル・ゲインを手にすることも出来ると。
お傭い外人の進言するように国債制度の導入を成功させるには何よりも国
債に応募する国民の理解がなければならない。財政当局内部での国債制度に対
する認識が進む一方で，国民に対する国債知識の啓蒙は不十分であった。明治
初期のベストセラーであった福沢の『西洋事情』の「国債」解説にしても，そ
れは日本にない西欧国債制度の紹介に過ぎず，その制度が日本国にとって有益
第十条
凡ソ国タルモノハ永遠ニシテ且ツ充分ノ権勢アル一種ノ結合物クル故二必ス共国民ノ
幸福（ウエルビイング）安寧二向テ施行スベキ夫々ノ目的アリ而シテ此目的タルヤ唯
一時ノモノニ非ラズ是非トモ無限ノ年期二渉lレモノ多シトス是故二政府ハ其国民ノ為
メニ当時二企図スル所ノ利益二対シテ国民中将来ノ血統者ヲシテ其一部分ヲ分担セシ
ムルノ権利（ライト）アリ又職分アルモノナリ 」
46)大隈文書， A4512.
彼はまた，明治11年10月28日にエジプトを含む厭米23カ国の「千八百七十八年二於
テ重立タル国々ノ国費， 国債及ヒ流通紙幣総額表」（前田利器訳）を纏め， 世界主要
国の歳出規模と国債残高等について貴重な財政情報を日本政府に提供している（大隈
文書， A1418)。
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か否かの評価は示されていない。
Adam Smithの分業論を原文で，しかも教科書の形でわが国に伝えた最初
のものという評価を得ている渡部一郎の TheCompendium of Political Eco-
nomy. (明治2年）の「Lesson珊.On Taxes-(contin:ued).」(pp.46-8)は，租
税と国債の関係を通じて国家と国民にとって国債が如何に有益であるかを次の
ように述べている47)。租税は人民にとって必要な国家活動のための費用に当て
られるものである。
「 しかしながら，納税額の最大部分は現在ではなく，過去の経費に当てられることが
多い。即ち，国債の利払いがそれである。長期にわたり巨額の戦費のかかる戦時に於
いては，いつの年でも支出は租税で賄える額をはるかに超えるのである。それ故，政
府は富裕な商人らから貨幣を借り入れ，元金を返済するまで利払いの約束をする。も
っとも元金が過去に返済されたことは少なく， また将来においても多分駄目であろ
う。従って，貸手は政府に貸した貨幣と引き替えに年金を受け取るのである。即ち，
政府の調達する租税から1年分の年金を受け取る権利を得るのである。そしてこのよ
うな年金が政府債券と呼ばれている。公債という形をとったこの資産は売買が可能で
あり，また他の財産と同様に，他人にそれぞれ分割することも出来るのである。
貧しき人は僅かの貨幣を蓄えた場合，普通それで所謂公債を買うか，彼に代わって
公債を買うところの貯蓄銀行に預金する。その時，彼は政府債権者のひとりであり，
租税の分け前を受け取るのである。それ故，諸君ご承知のように，もしも国債が法的
に撤廃され，償還•利払いが行われなくなるならば，多くの人達は，そして労働者階
級の人達でさえも，全てを失い，また国民全体の負担は軽減しないであろう。なぜな
ら，それは国民の中のあるグループの利益を奪って他のグループの利益をもたらすだ
けだからである。（中略）借入金の利払いのために調達される租税はその国にとって
無駄ではなく，あるグループから他のグループに移転されるに過ぎない。全ての国民
は租税という形で国債の利払いに貢献しているのである。貨幣を公債や銀行預金の形
で持っている政府債権者は，すべて政府への貸金としての貨幣の分け前に与かってい
るのである。かくして租税は沢山の貧しき人の小屋への帰り道を見出すのである。
（後略） 」
47)本書は国立国会図書館所蔵のものである。
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英語で書かれたこのテキストの内容が人々にどの程度の影響を及ぼしたかは
分からない。だが， National Debtなる言葉が沼津兵学校の生徒達の頭脳に
刻み込まれたことだけは確かであろう。
新時代の先頭に立った一群の学者の設立した明六社の機関誌で， 1年目に毎
号平均3,205冊も売れ，政治家も青年学徒も新知識の源泉をこれにもとめたと
言われる『明六社雑誌』48)の第17号（明治7年9月刊）所載の神田孝平「財政変革
ノ説」は，外債の 7分利付き英貨債，内債の新旧公債・金札引換公債・秩禄公
債の発行（総額約 22,557万7千円）を背景に，臨時費調達手段としての国債の必
要性とそれの利害について述べている。無産国家である租税国家は余剰財源が
ないので，事変が発生し予算を超える費用の必要な場合，議会の承認を得て公
債を発行し，それの償還•利払いのための費用を次年度の予算に計上し，租税
でそれを調達すべきである。このような方法には利と害がある。その利とは，
①巨額の臨時費調達のための大増税を避けることが可能であること，③企業活
動に参加出来ない人々にも安全な投資機会を提供できること，⑧民間の遊休資
金を活動させること，である。これに対して国債の害とは，①行政府が国費を
濫用し，＇権力を強め，国民を抑圧し，国家の安寧を乱すこと，である。そのた
めの歯止めとして「国債ハ国会ノ承認ヲ経サレハ増減セサルヲ法トスヘシ。善
ク如此ナレハ庶幾クハ長ク其利ヲ収メ其害ヲ避クルコトヲ得ヘシ」49)と。
『明六社雑誌』第17号の刊行された同じ月に， 「人間共存の道を講究する」
という理想のもと，思想の修養を図ろうとすることを目的とした「共存共衆」
という会が設立された。この会には，官吏・政治家・実業家・宗教家・学者等
が加入し， 毎週水曜日に『共存雑誌』を発行していたが， 同誌の第11号（明治
9年3月刊）に大蔵省兼国債寮六等出仕の岩崎小二郎 (1846-95)50>の「経済小話
48)前掲，神代「明六社雑誌解題」， 4ペー ジ。
49}『明治文化全集第18巻』， 138-9ペー ジ。
50)岩崎の履歴については，松本徳太郎編「明治宝鑑」（昭和45年復刻， 原書房， 777-8 
ページ）及び大蔵省百年史編集室「大蔵省人名録』（昭和48年，大蔵財務協会， 22ペ
ージ）参照。なお，富田 仁編『海を越えた日本人名事典』（昭和60年， 日外アソシ
196 
わが国における国債制度の導入と国債思想（戒田・） 863 
第一国債八年十一月二十五日演説」が掲載された。彼の国債論の背景に
は，当時国論を分けていた征韓論と，近代産業発展の基盤である社会的資本充
実のための財源調達方法として，発行が検討されていたわが国最初の生産公債
である起業公債（明治11年5月発行）がある。
彼は公債と私債を類推し，家の負債を返済するのが家族の義務であるよう
に，国家の債務は国家から便益をうけている国民に返済義務のあることを強調
する。そして近代的な国債制度が戦費調達を契機として西欧で発生したこと，
国債には種類があることに言及した後，本論の生産公債発行論を展開してい
る。彼の見解によれば，世人の多くが論じている憂うべき国債とは，対外戦争
＇であれ，内戦であれ戦費調達のために発行する国債のことである。それが外債
であれ内債であれ事情は変わらない。前者の場合には償還・ 利払いのため歳入
の大部分が外債保有国に流出し，債務国の産業活動は停滞する。後者の場合に
は，生産資本の一部が公債に転化するため物価は騰貴し，賃金は下落して，そ
の結果多数の労働貧民が失業するであろう。ミルの説では，戦費調達には国債
の発行よりも富裕な納税者の負担に帰着する増税の方を推奨しているが，わが
国の納税者に貧しき人々が多いので， 国債発行の方を選択すべきである。「経
済ノ要モ国々ノ事情二従テ此ノ如ク異ナルトハ媒二亦奇ナラスヤ」。
軍事公債と異なり，生産公債はこのような憂うべき状況は発生しない。その
場合，一国に余剰資金があって内債を発行できれば「善ノ最モ善ナル者卜雖
モ」，それの無い時は外債を発行してでも生産力を増進し国力を発展させるべ
きである。企業者精神も未発達，資本の運用も効率的でない発展途上の社会に
おいては， 「政府タル者宜ク断然自ラ率先シ全国ノ資本ヲ収合シ以テ庫中無用
ノ貨財ヲ転シテ回生復産ノ事業ヲ起シ以テ他日国民ノ各能ク之二堪Jレノ日ヲ待
ッコトヲ謀Jレベシ我輩当今我国ノ理財家二望所以ノ者亦之二外ナラザルナリ」
と訴えると共に，彼は国債の償還•利払いの財源として年々の予算に国債費を
エーツ）所収の岩崎の項には生年が記載されておらず，また職階の植少史（明治3年
11月任）を名前と誤解している。
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計上すべきことを主張し，英国に於けるような減債基金制度に反対した51)。
おわりに
明治の10年までに発行された内国債は制度変更および財政整理目的の交付債
であった。この国債は収入を伴わないという意味で本来的な国債ではない。財
源調達目的をもった国債が発行されるようになるのは，明治10年以降である。
事実この時期を境にして，西欧財政学書の翻訳出版•お傭い外人や留学経験者
による高等教育機関での財政学講義等を通じて，国債知識がわが国に急速に普
及すると共に，国債論議も活発になる。また欧米の外交官やお傭い外人，そし
て日本の大蔵省関係者を通じてわが国の国債情報が海外へ伝えられ始める。
幕末から始まった西欧国債制度の調査・研究が開花するまでに明治の新知識
人の血の滲むような国債知識普及の啓蒙活動がここに至って報われたと言えよ
?? ?
「本稿は， 1988年度の関西大学学部共同研究費の援助による成果の一部であ
る。」
51) 「共存雑誌」第11号， 1-6丁。なお， 同誌第13号（明治9年8月刊）の続稿で，
A. スミスの生産的経贄概念の観点から 「貴族ノ奢修ハ一般ノ公利ニシテ人民幸福ノ
基」と言う「報知新聞」の社説を批判した岩崎は，国家経費の非生産性について言及
していない。
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